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流・融雪溝の供用開始から 30 年以上が経過した今日において，施設の老朽化や沿線住民の高齢化・過疎

化による投雪作業の担い手不足等，流・融雪溝利用における実践上の課題が指摘されているものの，流・融

雪溝の供用状況を全道的に把握した研究はない．そこで，流・融雪溝供用地域の自治体を対象に，流・融雪

溝に関する基本情報を道内一円で把握するアンケート調査を行った．その結果，約 8割の流・融雪溝地域が

「施設の老朽化」，「流雪溝利用者の減少」を課題として挙げており，流・融雪溝供用地域にとって共通課題

であることが分かった． 

 

１．はじめに 

１．１ 北海道における流・融雪溝について 

流・融雪溝は，車道除雪で歩車道境界に寄せら

れた雪を沿線住民が各自で側溝に投雪し，河川水

や下水処理水，地下水等を利用して雪を処理する

インフラで，現在，北海道では 28 市町村 36 箇所

で延べ延長 174,287m にもわたり供用されている

（道道・市道のみの供用地域も含む）．これらの

大半は，第 5 期北海道総合開発計画（1985 年）

で提唱された「ふゆトピア事業」の一環で全道各

地に整備された．  

 

１．２ 本研究の目的 

流・融雪溝の供用開始から 30年以上が経過し

た今日において，取水ポンプや蓋等の老朽化，人

口減少・少子高齢化の進行による投雪作業の担い

手不足や投雪作業そのものに対する負担感増等，

流・融雪溝利用における実践上の課題が指摘され

ている．しかしながら，流・融雪溝の供用状況を

全道的に把握した研究はない．そこで，流・融雪

溝供用地域の自治体を対象に，流・融雪溝に関す

る基本情報を道内一円で把握するアンケート調

査を行った．本稿では調査結果の報告をする． 

 

２．アンケート調査の概要 

調査対象は，道内で供用されている全ての流・

融雪溝 36 箇所を対象とし，アンケートの回答は

流・融雪溝の供用地域である 28 市町村の自治体

職員に依頼した．Web アンケートにて調査を実施

し，25 市町村 31 箇所の流・融雪溝に関するアン

ケート回答を得ることができた．なお，調査期間

は令和 5 年 10 月 27 日（金）～令和 6 年 3 月 12

日（火）である．主な調査項目を表 1 に示す． 

 

表１ アンケート調査項目 

流・融雪溝の概要 

種別，供用開始年，整備路線，土地利用状況，

流・融雪溝の流量の充実度 

流・融雪溝の利用実態 

小型除雪機の利用可否，機械投雪の導入理由 

流・融雪溝の管理運営 

運営協議会の事務局，官民の役割分担， 

年会費，維持管理費，委託の有無， 

委託内容，委託費用，  

供用区間の車道・歩道の運搬排雪併用の有無，

運搬排雪導入時期 等 

流・融雪溝の課題 

運営・利用に関する課題， 

課題解決に向けた取組・活動 
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３．アンケート調査結果 

３．１ 流・融雪溝の概要 

 

図１ 流・融雪溝の種別（n=31） 

 

図２ 流・融雪溝の供用開始年（n=31） 

道内で供用されている流・融雪溝は，取水源を河川とする流雪溝（河），取水源を下水処理水や地下

水等の水温が 0℃以上である流雪溝（融），そもそも構造自体が流雪溝と異なる融雪溝に分けられる． 

道内では流雪溝（河）が最も多く供用されており，どの種別においても「ふゆトピア事業」が提唱さ

れ、事業が進行し始めた 1990 年代に供用を開始している． 

 

図３ 流・融雪溝が供用されている道路種別（n=31） 

  

 

図４ 国道部における 

土地利用状況（n=17） 

図５ 道道部における 

土地利用状況（n=23） 

図６ 市町村道部における 

土地利用状況（n=25） 

 国道，道道，市町村道など道路種別問わず，幅広く供用されているが，中でも市町村道で多く供用さ

れている．各道路の土地利用状況としては，いずれの道路種別においても「住宅エリアと商業エリア

が混在」に回答が集中している． 

 

３．２ 流・融雪溝の利用実態 

 

図７ 流・融雪溝の流量の充実度（n=31） 
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図８ 小型除雪機の利用可否（n=31） 図９ 機械投雪の導入理由（n=13） 

流・融雪溝の流量が「いつも足りている」地域と，「足りない時がある」地域におおよそ二分された．

小型除雪機の利用可否は半分に回答が分かれ，機械投雪を是とする理由として「人力による投雪は，

利用者負担が大きいため」と挙げる地域が多かった．流・融雪溝供用当初は，スノーダンプやスコップ

を使用した投雪作業を前提としていたが，地域の実情やニーズに合わせて運用ルールを見直す地域が

多数存在するようである． 

 

３．３ 流・融雪溝の管理運営 

 

 

 

 

 

 

 

図１０ 管理運営協議会の

事務局（n=13） 

図１１ 流・融雪溝を管理運営していく上での官民の役割分担（n=31）

複数回答可 

流・融雪溝の管理運営協議会の事務局の大半は，自治体の建設課・土木課等が担っている．その他で

は，流・融雪溝沿線の住民，会社，地域独自で発足された組合が事務局を担っている，という回答もあ

った．行政がほとんどの管理運営を担っているが，投入管理や安全管理については住民や管理組合等

が担っている場合が多い． 

 

 

 

 

 

 

  

図１２ 年会費（n=31） 図１３ 維持管理費用（n=31） 図１４ 委託費用（n=31） 

  

図１５ 管理運営委託の有無（n=31） 図１６ 委託内容（n=31）複数回答可 

供用地域の約半数は流・融雪溝利用者から年会費を徴収しており，その支払額は地域によって差が

大きい．道路延長 1m 当たりの維持管理費，委託費用を算出しているが，年会費同様，地域によって差

が大きいことが分かる．また，半数以上の地域で流・融雪溝の管理運営を委託していた．厳寒地である

北海道では，取水口，排水口の凍結により，適切な取水量を確保できない，投雪された雪が蓄積してし

まう等の問題が多々発生する．そのため，とりわけ流末排水路などの管理・整備に当たる「施設の管

理」を委託している地域が多いと考えられる． 
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流・融雪溝の供用区間内に

おいて，車道の運搬排雪は道

路種別を問わず約 3 割で併

用されていた．歩道の運搬排

雪については，2 割強から 3

割強で併用されていた．運搬

排雪が導入された時期は「当

初から」と「途中から」に二

分しており，途中から併用し

始めた理由として大半の地

域は過疎化や高齢化等によ

る投雪の担い手不足に対応

するため，方針を変えている．

その他の地域においては，流

雪溝への投雪だけで十分な

こと，財源的な理由から運搬

排雪を併用していない． 

 

３．４ 流・融雪溝の課題 

流・融雪溝の運営・利用に

関する課題として，「流雪溝

利用者の減少」，次いで「施設

の老朽化」と回答されており，

全体の約 8 割を占めている．

これらは供用地域間で共通

の課題認識であることがわ

かる．しかしながら，課題解

決に向けて実施している・し

てきた取組に対する回答は

低く，停滞する投雪作業に対

して具体的な対策を講じて

いる供用地域はわずかしか

ない． 

 

 

４．まとめ 

本調査で得られたアンケート結果より，「流雪溝

利用者の減少」が供用地域の間で最も深刻な課題で

あることが明らかとなった．このような状況下にお

いて，流・融雪溝の利用活性化を実現するためには，

大きく分けて「投雪作業者の獲得」および「投雪作

業の効率化・負担減」の 2 つがあると考えられる．

「投雪作業者の獲得」に向けた具体的な施策として

は，沿線住民の心理に働きかけ，態度・行動を変え

ることを目的とした広報誌を配布することで，流・

融雪溝利用の意識醸成を図っていきたい．また，設

計段階では考慮されていなかった機械投雪である

が，投雪作業者の負担増等が深刻化する中，「機械

投雪の導入」は流雪溝の持続的発展に向けた新たな

一手となるのではないだろうか．そこで，投雪時に

小型除雪機を利用した場合の限界投雪量を実験的

に調査し，機械投雪導入の実現可能性を検討したい． 
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図１７ 供用区間内の運搬排雪の有 

無（n=31）複数回答可 

図１８ 運搬排雪の導入 

時期（n=31） 

 

 

 

 

 

 

 

図１９ 途中から運搬排雪を始めた

理由（n=31） 

図２０ 運搬排雪を併用して 

いない理由（n=31） 

 

 

 

 

 

 

図２１ 流・融雪溝の運営・利用に関する課題（n=31）複数回答可 

 

 

 

 

 

 

図２２ 課題解決に向けて実施している・してきた取組や活動（n=31） 

複数回答可 


